
○美咲町補助金等交付規則 

平成１７年３月２２日 

規則第４４号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、町が交付する補助金等の交付に関する基本的な事項を定めるこ

とにより、補助金等に係る予算の執行及び補助金等の交付の適正化を図るものとす

る。 

（定義） 

第２条 この規則において「補助金等」とは、町以外の団体又は個人に対して交付す

る次に掲げるものをいう。 

（１） 補助金 

（２） 交付金（法令に基づき交付するものを除く。） 

（３） 利子補給金 

（４） その他相当の反対給付を受けない給付金で町長が別に定めるもの 

２ この規則において「補助事業等」とは補助金等の交付の対象となる事務又は事業

をいい、「補助事業者等」とは補助事業等を行う者をいう。 

（補助金等の名称等） 

第３条 補助金等の名称、交付の目的、交付の相手方、交付の対象となる事務又は事

業の内容及び補助金等の額又は率は、別表のとおりとする。 

（補助金等の交付申請） 

第４条 補助金等の交付の申請（契約の申込みを含む。以下同じ。）をしようとする

者は、補助金等交付申請書（様式第１号）（ただし、契約の申込みにあっては契約

に関する書類）に別に定める書類を添えて町長に対し、その定める期日までに提出

しなければならない。ただし、町長が必要がないと認めるものについては添付書類

の全部又は一部を省略することができる。 

（補助金等の交付の決定） 

第５条 町長は、補助金等の交付の申請があったときは、当該申請に係る書類を審査

し、必要に応じて現地を調査し、適当であると認めたときは、速やかに補助金等の

交付の決定（契約の承諾の決定を含む。以下同じ。）をするものとする。 

２ 町長は、前項の場合において、適正な交付を行うため必要があるときは、補助金

等の交付の申請に係る事項に修正を加えて補助金等の交付の決定をすることができ

る。 

３ 町長は、補助金等を交付するに当たって、受益と負担の適正化、町民負担の公平

性の確保及び補助金等の交付の目的の達成のために、補助事業者等が町税等町の徴

収金を完納していること等の必要な要件を定めることができる。 

（補助金等の交付の条件） 

第６条 町長は、補助金等の交付の決定をする場合において、補助金等の交付の目的

を達成するため必要があるときは、条件を付すものとする。 



（決定の通知） 

第７条 町長は、補助金等の交付の決定をした場合は、速やかにその決定の内容及び

これに条件を付したときはその条件を、補助金等交付決定通知書（様式第２号）に

より補助金等の交付の申請をした者に通知するものとする。 

（申請の取下げ） 

第８条 補助金等の交付の申請をした者が、前条の規定による通知を受領した場合に

おいて、当該申請に係る補助金等の交付の決定の内容又はこれに付された条件に不

服があるときは、町長が別に定める期日までに補助金等取下げ申請書（様式第３号）

を提出し、当該申請の取下げをすることができる。 

２ 前項の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金等の交付決定は、なかった

ものとみなす。 

（事情変更による取消し等） 

第９条 町長は、天災地変その他補助金等の交付の決定後生じた事情の変更により、

補助事業等の全部若しくは一部を継続する必要がなくなったとき、又は遂行できな

くなったとき（補助事業者等の責めに帰すべき事情によるときを除く。）は、補助

金等の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又はその決定の内容若しくはこ

れに付した条件を変更することができる。ただし、補助事業等のうちで既に経過し

た期間に係る部分については、この限りでない。 

２ 町長は、前項の規定による補助金等の交付の決定の取消しにより特別に必要とな

った事務又は事業に対しては、別に定めるところにより補助金等を交付する。 

３ 第７条の規定は、第１項の規定による処分をした場合に準用する。 

（変更等の承認） 

第１０条 補助事業者等は、補助金等の交付の決定の通知を受けた補助事業等の内容、

経費の配分その他申請に係る事項の変更をしようとするときは、あらかじめ補助事

業等計画変更承認申請書（様式第４号）を、当該補助事業等を中止若しくは廃止し

ようとするときは、直ちに補助事業等中止（廃止）申請書（様式第５号）を、それ

ぞれ別に掲げる書類を添えて町長に提出し、町長の承認を受けなければならない。

ただし、町長が別に定める軽易な変更については、この限りでない。 

２ 町長は、前項の規定により事業計画の変更又は事業等の中止若しくは廃止を承認

する場合において、当該補助事業者等に係る補助金等の交付の決定内容及びこれに

付した条件を変更することができる。 

３ 町長は、第１項の規定による変更の申請に係る内容等が適正であると認めたとき

は変更の決定を行うものとし、補助金等変更決定通知書（様式第６号）により、補

助事業者等に通知するものとする。 

（補助事業等の遂行） 

第１１条 補助事業者等は、法令、条例及び規則の定め並びに補助金等の交付の決定

の内容及びこれに付された条件その他この規則に基づく町長の指示及び命令に従い、

善良な管理者の注意をもって補助事業等を行わなければならず、補助金等を他の用



途へ使用してはならない。 

（状況報告） 

第１２条 補助事業者等は、補助金等に係る予算の執行の適正化を図るため、町長の

要求があった場合は、補助事業等状況報告書（様式第７号）により、補助事業等の

実施状況を町長に報告しなければならない。 

２ 町長は、必要と認める場合は補助事業者等に対し、補助事業等の実施状況に関す

る帳簿及び書類等の提出を求め、又は現地調査等を行い、必要な措置を命ずること

ができる。 

（補助事業等の遂行等の指示） 

第１３条 町長は、補助事業者等が提出する報告等又は実地調査により、補助事業等

が補助金等の交付の決定の内容又はこれに付した条件に従って遂行されていないと

認めるときは、当該補助事業者等に対し必要な指示をすることができる。 

２ 補助事業者等は、補助事業等が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が

困難となった場合においては、その理由及び補助事業等の遂行状況を記載した書類

を速やかに町長に提出して、その指示を受けなければならない。 

３ 町長は、補助事業者等が第１項の指示に従わないときは、その者に対し、当該補

助事業等の一時停止を命じ、又は決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（実績報告） 

第１４条 補助事業者等は、補助事業等が完了したとき（補助事業者等の廃止の承認

を受けた場合を含む。）は、補助事業等の実施状況を記載した補助事業等実績報告

書（様式第８号）に町長が必要とする書類を添付して、町長に報告しなければなら

ない。補助金等の交付の決定に係る会計年度が終了したときもまた同様とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助事業等の実績に基づき、精算額で交付決定を受け

た補助金等については、前項の報告をすることを要しないものとする。 

３ 第１項の規定による実績報告書の提出期限は、当該補助事業等の完了（廃止の承

認を受けた場合を含む。）した日から起算して３０日以内又は翌年度の４月１０日

のいずれか早い日までとする。 

（補助金等の額の確定等） 

第１５条 町長は、前条の規定による補助事業等実績報告書又は廃止に係る補助事業

等の成果の報告書を受理したときは、その内容を審査し、必要に応じて実地に調査

し、その報告に係る補助事業等の成果が補助金等の交付の決定の内容及びこれに付

した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金等の額を確定し、補助金等

額の確定通知書（様式第９号）により当該補助事業者等に通知するものとする。 

（補助金等の支払） 

第１６条 町長は、前条の規定による補助金等の額の確定後補助金等を支払うものと

する。ただし、補助金等の交付の目的を達成するため特に必要があると認めるとき

は、補助金等の概算払又は前金払をすることができる。 

２ 補助事業者等は、前項の規定により補助金等の交付を受けようとするときは、速



やかに補助金等交付請求書（様式第１０号）に関係書類を添えて町長に提出しなけ

ればならない。 

３ 補助事業者等は、第１項ただし書により補助金等の概算払又は前金払が認められ

た場合で、当該補助金等を請求しようとするときは、補助金等概算払（前金払）交

付請求書（様式第１１号）を町長に提出しなければならない。 

（是正のための措置） 

第１７条 町長は、第１５条の規定による審査及び調査の結果補助事業等の成果が、

補助金等の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めたときは当

該補助事業者等に対し必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

２ 第１４条の規定は、前項の規定による命令に従って行う補助事業等について準用

する。 

（決定の取消し） 

第１８条 町長は、補助事業者等が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金等

の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１） 補助金等を他の用途に使用したとき。 

（２） 補助金等の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

（３） この規則又はこれに基づく町長の指示、命令又は処分に違反したとき。 

（４） 偽りその他不正な手段により補助金等の交付の決定若しくは交付を受けた

とき又はその他不正の行為があると認められたとき。 

２ 前項の規定は、補助事業等について交付すべき補助金等の額の確定があった後に

おいても適用があるものとする。 

３ 第７条の規定は、第１項の規定による取消しの場合に準用する。 

４ 町長は、第９条又は第１項の規定に基づき補助金等の交付の決定を取り消したと

きは、補助金等交付決定取消通知書（様式第１２号）により当該補助事業者等に通

知するものとする。 

（補助金等の返還） 

第１９条 町長は、補助金等の交付の決定を取り消した場合において、補助事業等の

当該取消しに係る部分に関し、既に補助金等が交付されているときは、期限を定め

てその返還を命ずるものとする。 

２ 町長は、補助事業者等に交付すべき補助金等の額を確定した場合において、既に

その額を超えて補助金等が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずる

ものとする。 

３ 前２項に規定する返還の命令は、補助金等返還命令書（様式第１３号）により行

うものとする。 

（加算金及び延滞金） 

第２０条 補助事業者等は、前条第１項の規定により補助金等の返還を命ぜられた場

合（第９条第１項を除く。）は、その命令に係る補助金等の受領の日（補助金等が

２回以上に分けて交付されている場合においては、補助金等を最終に受領した日と



し、返還を命ぜられた額がその日に受領した額を超えるときは、当該返還を命ぜら

れた額に達するまで順次さかのぼりそれぞれの受領した日）から納付の日までの日

数に応じ、当該補助金等の額（その１部を納付した場合におけるその後の期間につ

いては、既に納付した額を控除した額）１００円につき年１０．９５パーセントの

割合で計算した加算金を町に納付しなければならない。 

２ 補助事業者等は、補助金等の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかっ

たときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額１００円に

つき年１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金を町に納付しなければならな

い。 

３ 町長は、前２項の場合においてやむを得ない事情があると認めるときは、加算金

又は延滞金の全部又は一部を免除することができる。 

（財産の処分の制限） 

第２１条 補助事業者等は、補助事業等により取得し、又は効用を増加した財産のう

ち、町長が別に定めるものを補助金等の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換

し、貸し付け、又は担保に供しようとするときは、あらかじめ町長の承認を受けな

ければならない。ただし、町長が別に定める場合は、この限りでない。 

（関係書類の整備） 

第２２条 補助事業者等は、補助事業等に係る収入及び支出の状況を明らかにした帳

簿及び書類を備え付け、整備しなければならない。 

２ 補助事業者等は、前項の帳簿及び書類を町長が別に定める期間これを保管してお

かなければならない。 

（立入検査等） 

第２３条 町長は、補助金等に係る予算の執行の適正を期するため必要がある場合は、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２１条第２項の規定により、補助事業

者等に対して当該補助金等交付担当職員にその事務所、事業場等に立ち入り、帳簿、

書類その他の物件を検査させ、又は関係者に質問させることができる。 

２ 前項の職員は、その身分を示す職員証等を携帯し、関係者の請求があるときは、

これを提示しなければならない。 

（様式の特例） 

第２４条 町長は、この規則に定める様式に関し、この規則の規定により難いと認め

るときは、これを変更することができる。 

２ この規則に定める様式のほか、別に様式等の定めがある場合にあっては、この規

則に定める様式に記載すべき内容に準じた記載内容がある場合は、別に定める様式

により補助金等の交付に係る手続きをすることができる。 

（補助金等の交付手続の特例） 

第２５条 町長は、補助事業等のうち、特に認める簡易な補助金等又は特に理由があ

ると認めるときは、この規則の規定にかかわらず、手続きを併合し、若しくは省略

して補助金等を交付することができる。 



（その他） 

第２６条 この規則に定めるもののほか、補助金等の交付等に関し必要な事項は、町

長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１７年３月２２日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日の前日までに、合併前の中央町補助金等交付規則（昭和６３

年中央町規則第５号）、旭町補助金等交付規則（昭和５８年旭町規則第７号）又は

柵原町補助金等交付規則（昭和５７年柵原町規則第２８９号）の規定によりなされ

た処分、手続その他の行為は、それぞれこの規則の相当規定によりなされたものと

みなす。 

附 則（平成１９年３月２８日規則第３４号） 

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年６月２５日規則第４５号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２０年３月２８日規則第１８号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２０年４月１日から施行する。ただし、別表建設課中小規模た

め池補強事業元利償還助成金の項補助金等の額又は率の欄の改正規定は、公布の日

から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の美咲町補助金等交付規則の規定は、平成２０年度以後の

予算に係る補助金等について適用し、平成１９年度分以前の予算に係る補助金等に

ついては、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、別表建設課中小規模ため池補強事業元利償還助成金に

ついては、平成１９年度分の予算に係る補助金等から適用する。 

附 則（平成２０年４月１日規則第２２―２号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２０年８月２０日規則第２７号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２０年１０月１日規則第２８号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２０年１２月２２日規則第３３号） 

この規則は、平成２１年１月２日から施行する。 

附 則（平成２１年３月３１日規則第２６号） 

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年５月１日規則第２７―１号） 



この規則は、公布の日から施行し、平成２１年４月１日から適用する。 

附 則（平成２１年６月２２日規則第２８号） 

この規則は、平成２１年６月２２日から施行し、平成２１年４月１日から適用する。 

附 則（平成２１年７月３１日規則第３３号） 

この規則は、平成２１年７月３１日から施行し、平成２１年４月１日から適用する。 

附 則（平成２１年８月２８日規則第３５号） 

この規則は、平成２１年９月１日から施行する。 

附 則（平成２１年９月１１日規則第３７号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２１年４月１日から適用する。 

附 則（平成２１年９月３０日規則第３８号） 

この規則は、平成２１年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２１年１０月１４日規則第３９―１号） 

この規則は、平成２１年１０月１４日から施行する。 

附 則（平成２２年１月４日規則第１号） 

この規則は、平成２２年１月４日から施行する。 

附 則（平成２２年３月２６日規則第８号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２１年４月１日から適用する。 

附 則（平成２２年３月３０日規則第１１号） 

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年４月１日規則第１１―１号） 

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年４月２６日規則第１３号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２２年４月１日から適用する。 

附 則（平成２２年５月１３日規則第１５―１号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２２年４月１日から適用する。 

附 則（平成２２年９月３０日規則第２１号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２２年９月１日から適用する。 

附 則（平成２３年１月１２日規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２２年１０月１日から適用する。 

附 則（平成２３年２月１７日規則第２号） 

この規則は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年２月１７日規則第３号） 

この規則は、平成２３年３月１日から施行する。 

附 則（平成２３年３月１日規則第４号） 

この規則は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年３月１日規則第６号） 

この規則は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年３月２３日規則第８―２号） 



この規則は、公布の日から施行し、平成２２年４月１日から適用する。 

附 則（平成２３年３月３１日規則第１０号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２３年３月１日から適用する。 

附 則（平成２３年３月３１日規則第１０―３号） 

この規則は、平成２３年４月１日から適用する。 

附 則（平成２３年４月１日規則第１１―２号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２３年５月１２日規則第１２号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２３年４月１日から適用する。 

附 則（平成２３年５月１９日規則第１３号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２３年４月１８日から適用する。 

附 則（平成２３年５月１９日規則第１４号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２３年４月１日から適用する。 

附 則（平成２３年６月９日規則第１７号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２３年４月１日から適用する。 

附 則（平成２３年７月４日規則第１９号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２３年４月３０日から適用する。 

附 則（平成２４年２月９日規則第２号） 

この規則中第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は平成２４年４月１日から

施行する。 

附 則（平成２４年２月２０日規則第４号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２４年２月１日から適用する。 

付 則（平成２４年３月１６日規則第６号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２３年１２月１日から適用する。 

附 則（平成２４年３月３０日規則第１７号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２４年３月２２日から適用する。 

附 則（平成２４年４月１日規則第１８―２号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２４年４月２０日規則第１９号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。 

附 則（平成２４年８月２４日規則第２５号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。 

附 則（平成２４年９月１９日規則第２７号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２４年１２月１８日規則第３０号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２４年１２月１日から適用する。 

附 則（平成２５年１月３１日規則第２号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。 



附 則（平成２５年２月１５日規則第３号） 

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年３月１８日規則第１１号） 

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年４月１日規則第１５号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２５年５月１日規則第２０号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２５年４月１日から適用する。 

附 則（平成２５年６月２４日規則第２８号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２５年８月７日規則第３０号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２５年４月１日から適用する。 

附 則（平成２５年８月１６日規則第３１号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２５年４月１日から適用する。 

附 則（平成２５年８月２０日規則第３２号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２５年４月１日から適用する。 

附 則（平成２５年１０月３０日規則第３４号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２５年４月１日から適用する。 

附 則（平成２５年１１月１３日規則第３５号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２６年３月２６日規則第５号） 

この規則は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年３月３１日規則第１１―１号） 

この規則は、平成２６年３月３１日から施行する。 

附 則（平成２６年６月１３日規則第１６号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２６年４月１日から適用する。 

附 則（平成２６年６月２０日規則第１８号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２６年４月１日から適用する。 

附 則（平成２６年６月３０日規則第２１号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２６年６月１日から適用する。 

附 則（平成２６年６月３０日規則第２３号） 

この規則は、平成２６年７月１日から施行する。 

附 則（平成２７年２月１日規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２７年２月２８日規則第５号） 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年３月２３日規則第７号） 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 



附 則（平成２７年３月３０日規則第１１号） 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年３月３０日規則第１２号） 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年７月１日規則第２３号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２７年７月１日から適用する。 

附 則（平成２７年７月１日規則第２４号） 

この規則は、平成２７年７月１日から施行する。 

附 則（平成２７年７月１日規則第２５号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

附 則（平成２７年８月３１日規則第２８号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

附 則（平成２７年９月２４日規則第２９号） 

この規則は、平成２７年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２７年１２月１日規則第３５号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

附 則（平成２８年１月２８日規則第２号） 

（施行期日等） 

１ この規則は、平成２８年２月１日から施行する。ただし、就農促進トータルサポ

ート事業補助金に係る改正規定は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 改正後の町専用ぶどう箱製造販売事業補助金の規定は、平成２７年４月１日から

適用する。 

附 則（平成２８年３月１５日規則第９号） 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月２８日規則第１５号） 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年４月１日規則第２１号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。 

附 則（平成２８年８月２日規則第３２号） 

（施行期日等） 

この規則は、公布の日から施行し平成２８年４月１日から適用する。 

附 則（平成２８年９月２８日規則第３９号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２８年７月１日から適用する。 

附 則（平成２８年１１月３０日規則第４１号） 

この規則は、平成２８年１２月１日から施行する。 

附 則（平成２９年２月１０日規則第６号） 

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年３月１日規則第９号） 



この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年３月１０日規則第１１号） 

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年３月２２日規則第１４号） 

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年４月６日規則第２１号） 

（施行期日等） 

１ この規則は、公布の日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 

附 則（平成２９年５月１５日規則第２４号） 

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年９月２９日規則第３０号） 

この規則は、平成２９年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２９年１１月１日規則第３６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成３０年３月２７日規則第１９号） 

この規則は、平成３０年４月１日から施行する。ただし、この規則による改正後の

教育総務課の項の改正規定は、平成２９年４月１日から適用する。 

附 則（平成３０年５月１日規則第２５号） 

この規則は、平成３０年５月１日から施行する。 

附 則（平成３０年５月１日規則第２６号） 

この規則は、平成３０年３月３０日から施行する。 

附 則（平成３０年７月２０日規則第３６号） 

この規則は、平成３０年１０月１日から施行する。 

附 則（平成３０年８月１５日規則第３９号） 

（施行期日等） 

１ この規則は、公布の日から施行し平成３０年４月１日から適用する。 

附 則（平成３０年１０月２２日規則第５１号） 

（施行期日等） 

１ この規則は、公布の日から施行し平成３０年１０月１日から適用する。 

附 則（平成３０年１１月１５日規則第５５号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成３０年１２月２８日規則第６６号） 

（施行期日等） 

この規則は、公布の日から施行し、平成３０年１０月１日から適用する。 

附 則（平成３１年３月２２日規則第５―２号） 

この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（平成３１年３月２９日規則第９号） 

この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 



附 則（平成３１年３月３１日規則第１０号） 

この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（平成３１年４月１日規則第１２号） 

この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（平成３１年４月２４日規則第１３号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成３１年４月１日から適用する。 

附 則（令和元年６月１０日規則第１８号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成３１年１月１日から適用する。ただし、第

２条の規定は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年７月１日規則第２１号） 

この規則は、令和元年７月１日から施行する。 

附 則（令和元年７月３１日規則第２４号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成３１年４月１日から適用する。 

附 則（令和元年１０月１０日規則第２７―２号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成３１年４月１日から適用する。 

附 則（令和元年１２月１３日規則第３３号） 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年１２月２７日規則第３９号） 

この規則は、令和２年１月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月１０日規則第１１号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成３１年３月３１日から適用する。 

附 則（令和２年３月１８日規則第１４号） 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月２３日規則第１７号） 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月３０日規則第２１号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成３１年４月１日から適用する。ただし、第

２条の規定は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年４月１日規則第２５号） 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年７月２４日規則第２９号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年７月２９日規則第３０号） 

この規則は、令和２年８月３日から施行する。 

附 則（令和２年９月３０日規則第３５号） 

この規則は、公布の日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 

附 則（令和２年１０月１日規則第３６号） 

この規則は、令和２年１０月１日から施行する。 



附 則（令和３年３月２９日規則第９号） 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年４月２０日規則第２７号） 

この規則は、令和３年４月２０日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

附 則（令和３年６月１４日規則第３１号） 

この規則中第１条の規定は、令和３年７月１日から、第２条の規定は令和４年４月

１日から施行する。 

附 則（令和３年７月５日規則第３３号） 

この規則は、公布の日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

附 則（令和３年７月１９日規則第３４号） 

この規則中第１条の規定は、公布の日から施行し、第２条の規定は令和４年４月１

日から施行する。 

附 則（令和３年８月１２日規則第３７号） 

この規則は、令和３年９月１日から施行する。 

附 則（令和３年８月３１日規則第３８号） 

この規則は、令和３年９月１日から施行する。 

附 則（令和３年９月２１日規則第３９号） 

この規則は、令和３年１０月１日から施行する。 

附 則（令和３年９月３０日規則第４１号） 

この規則中第１条の規定は、令和３年１０月１日から、第２条の規定は令和４年４

月１日から施行する。 

附 則（令和３年１１月１日規則第４２号） 

この規則は、令和３年１１月１日から施行する。 

附 則（令和３年１２月６日規則第４３号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和４年３月３０日規則第１５号） 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

 

別表（第３条関係） 

補助金等の名称 

補助金等の

名称 

交付の目的 交付の相手方 交付の対象とな

る事務又は事業

の内容 

補助金等の額又は率 

総務課 

岡山県建設

国民健康保

険組合補助

建設労働者

の健康と生

活を守るた

岡山県建設国民

健康保険組合久

米支部・津山支

岡山県建設国民

健康保険組合の

事務費 

被保険者１人当たり 

１，０００円 



金 め。 部・英田支部 

地域みらい課 

コミニュテ

ィ助成事業

助成金 

コミュニテ

ィの健全な

発展及び宝

くじの普及

広報事業の

推進 

コミュニティ組

織 

自主防災組織 

１ 宝くじの普

及広報の効果

が発揮できる

もの 

２ コミュニテ

ィ活動に必要

な施設又は設

備 

１ 一般コミュニティ事

業 

１００万円～２５０万円 

２ 自主防災組織育成事

業 

３０万円～２００万円 

３ コミュニティセンタ

ー事業 

総事業費の５分の３以内

に相当する額 

限度額 １，５００万円 

過疎地域等

自立活性化

推進交付金 

過疎地域が

行う先進的

で創造性の

高いソフト

事業を幅広

く支援する。 

住民団体、その

他組織 

過疎地域が行う

先進的で創造性

の高い事業 

原則として１，０００万

円までとする（なお、下

限は５００万円とする） 

美咲町老朽

危険家屋除

却支援事業

補助金 

生活環境の

保全及び防

犯のまちづ

くりを推進

するため、老

朽危険家屋

等の除却を

支援する。 

対象建築物及び

工作物の所有者

等 

対象建築物及び

工作物の除却 

別に要綱で定める額 

美咲町空き

店舗等活用

事業補助金 

町内にある

空き店舗等

を活用して

事業を開業

しようとす

る者 

開業しようとす

る者、法人 

空き店舗等の改

装工事 

別に要綱で定める額 

美咲町集会

所等建設整

備事業費補

助金 

地域のコミ

ュニティづ

くりの推進

及び地域住

地域の大字単位

及び常会単位の

代表者 

集会所等の新改

築、修繕及び駐車

場舗装に要する

経費 

別に要綱で定める額 



民の活動拠

点となる施

設整備 

集会所区域

外給水基本

料金助成金 

他の自治体

から有料で

給水を受け

る集会所と

町から無料

で給水を受

ける集会所

との格差解

消 

集会施設の責任

者又は代表者 

水道基本料金 別に予算で定める額 

美咲町自治

会長協議会

補助金 

町と自治会

長協議会が

相互に連携

を密に施策

の効率的か

つ円滑な推

進 

美咲町自治会長

協議会 

会議費等活動に

必要な経費と自

治会長手当 

別に予算で定める額 

美咲町協働

のまちづく

り事業交付

金 

住民と行政

が協働の精

神を基本と

して、互いが

知恵と力を

合わせ新た

なまちづく

りの創設と

元気なまち

づくりの推

進 

旧村単位又は複

数の自治会が連

携して組織した

自主活動組織 

活性化活動事業

部分及び協働の

まちづくり活動

事業分に要した

経費 

別に要綱で定める額 

美咲町海外

派遣交流事

業補助金 

美咲町が交

流する外国

への交流事

業を推進す

るため。 

交流事業を行う

訪問団 

交流事業に要す

る旅費及び宿泊

費 

別に要綱で定める額 

美咲町定住

促進住宅新

町内定住者

の促進 

美咲町に住所を

有する者 

新築住宅にかか

る固定資産税 

住宅新築に町内の建築業

者又は木材業者を利用し



築等補助金 地場産業の

育成 

た場合 

固定資産税相当額 

その他の場合 

固定資産税相当額の２分

の１ 

美咲町営分

譲住宅団地

等購入補助

金 

美咲町住宅

団地の早期

完売及び町

有地の販売

促進 

町営住宅団地等

を購入した者 

町営住宅団地等

購入に対する補

助 

別に要綱で定める額 

美咲町クリ

ーンエネル

ギー自動車

導入促進補

助金 

環境にやさ

しい町づく

りの推進 

美咲町在住者 一般社団法人次

世代自動車振興

センターの補助

を受けて購入す

る車両（クリーン

エネルギー自動

車） 

一般社団法人次世代自動

車振興センターからの補

助金の２分の１に相当す

る額 限度額１０万円 

空家診断事

業費補助金 

空家の有効

な活用及び

円滑な流通

を推進 

美咲町に空家を

所有する者 

空家の耐震診断

等及び劣化診断

に係る経費 

別に要綱で定める額 

美咲町空家

活用定住促

進事業費補

助金 

空家の有効

活用による

定住促進及

び地域経済

の活性化 

空家を購入、改

修、片付けした

者で、３年間以

上美咲町へ定住

する意思のある

者 

空家を片付けた

空家の所有者、

空家の賃貸借契

約、又は売買契

約が成立した者

で、３年間以上

美咲町へ定住す

る意思のある者 

空家の購入、改

修、引越し、片付

けに係る経費 

別に要綱で定める額 

美咲町移住

支援金 

本町への移

住及び定住

住民票を移す直

前に５年以上東

転入後、支援金の

申請日から５年

２人以上の世帯の場合、

１００万円 



の促進並び

に中小企業

等における

人手不足の

解消を図る 

京２３区に在住

していた者、又

は、東京圏内の

条件不利地域以

外に居住し、東

京２３区に在勤

していた者 

以上、継続して居

住する意思を有

する者に支援金 

単身の場合、６０万円 

美咲町サテ

ライトオフ

ィス等誘致

事業補助金 

空家等を活

用し企業等

の事務所等

を誘致する

ことによる

働く場の確

保及び地域

活性化 

サテライトオフ

ィス等設置者 

サテライトオフ

ィス等の開設に

要する空家等の

改修経費、その他

設備整備経費 

別に要綱で定める額 

美咲町地域

おこし協力

隊活動費補

助金 

地域おこし

協力隊によ

る地域づく

り等のまち

づくりの推

進及び活動

支援 

美咲町地域おこ

し協力隊として

委嘱された者 

地域おこし協力

隊の活動等に要

する経費 

別に要綱で定める額 

美咲町特殊

詐欺等被害

防止対策機

器設置事業

補助金 

住民を犯罪

から守り、安

全で安心し

て暮らせる

まちづくり

の推進 

美咲町に住所を

有する者 

特殊詐欺等を未

然に防ぐための

機器の購入に要

する経費 

別に要綱で定める額 

美咲町地域

おこし協力

隊起業等支

援補助金 

地域おこし

協力隊の定

住促進と町

の活性化に

資する活動

を推進する

ため、任期終

了後の起業

等を支援 

美咲町地域おこ

し協力隊の３年

目の任期終了の

日から起算して

前１年以内又は

任期終了の日か

ら１年以内の者 

地域おこし協力

隊の起業等に要

する経費 

別に要綱で定める額 



美咲町地域

みらい計画

応援交付金 

地域課題の

解決に向け

自主的かつ

主体的に行

う地域で支

え合うまち

づくりを推

進 

小規模多機能自

治組織 

小規模多機能自

治組織が作成し

た「地域みらい計

画書」に基づき実

施する事業 

別に要綱で定める額 

美咲町提案

型地域課題

解決応援交

付金 

地域課題の

解決に向け

地域と連携

し企画立案

し実施する

地域と支え

合うまちづ

くりを推進 

地域と連携して

活動する地域自

主活動組織をは

じめとした各種

の活動団体 

地域課題の解決

や改善を目指し

た事業 

別に要綱で定める額 

くらし安全課 

分団等交付

金 

消防団組織

運営費 

消防団組織 組織運営等の経

費（幹部、分団、

部、車両管理） 

別に予算で定める額 

自主防災組

織避難訓練

等支援事業

補助金 

自主防災活

動の推進・強

化 

自主防災組織 避難訓練等に使

用する資機材購

入経費 

別に要綱で定める額 

美咲町防犯

灯設置事業

補助金 

地域の人々

を犯罪から

守り、安全で

安心して暮

らせるまち

づくりの推

進 

防犯協力委員 防犯灯の設置又

は修理に要する

経費 

別に要綱で定める額 

美咲町防犯

カメラ設置

事業補助金 

通学路等の

子供の犯罪

被害防止 

防犯協力委員 新たな防犯カメ

ラの購入、設置工

事に要する経費 

別に要綱で定める額 

美咲町防犯

活動団体支

援事業補助

安全で安心

なまちづく

りを進める

美咲町安全・安

心ステーション

構成団体のう

町内の定期的な

自主防犯パトロ

ール、通学路等に

５万円を上限とする 



金 こと。 ち、活動域を旧

町全域とするも

の 

おける子どもの

安全確保等の防

犯に資する活動 

地方バス路

線運行維持

補助金 

生活交通手

段の維持・確

保のため。 

中鉄北部バス

（株） 

有本観光バス

（株） 

バス路線運行に

係る赤字額 

・国庫補助事業 

補助基準額の範囲内 

限度額１，２００万円 

・町単独事業 

固定資産償却費を除く赤

字額 

限度額１，０００万円 

美咲町高等

学校生徒等

通学定期乗

車券補助金 

遠距離通学

する高校生

等の保護者

の経済的負

担の軽減と

公共交通の

利用促進 

遠距離通学する

高校生等の保護

者 

高等学校等への

通学定期乗車券

の購入費 

路線バスの普通運賃が４

００円を超え、かつ、１，

０００円を超えない区間

の通学定期乗車券運賃の

２分の１ 

美咲町交通

安全母の会

補助金 

家庭と地域

での交通道

徳の高揚と

事故防止を

図るととも

に交通安全

活動を推進

するため。 

美咲町交通安全

母の会 

会の事業遂行に

要する経費 

定額 

美咲町交通

安全協会補

助金 

交通道徳の

高揚と事故

防止を図る

とともに交

通安全活動

を推進する

ため。 

美咲町交通安全

協会 

会の事業遂行に

要する経費 

定額 

美咲町高齢

者先進安全

自動車購入

費補助金 

高齢運転者

の交通事故

の防止及び

事故時の被

害軽減に資

６５歳以上でか

つ自動車運転免

許証を保有して

いる者 

先進安全自動車

の購入費 

別に要綱で定める額 



する。 

美咲町高齢

者AT踏み間

違い防止装

置整備費補

助金 

高齢運転者

の交通事故

の防止及び

事故時の被

害軽減に資

する。 

６５歳以上でか

つ自動車運転免

許証を保有して

いる者 

AT踏み間違い防

止装置の整備費 

整備費の３分の２以内

で、１５万円を限度 

住民税務課 

久米郡更生

保護大会補

助金 

犯罪や非行

のない明る

い社会づく

りの推進 

久米地区保護司

会 

久米郡更生保護

大会の運営 

別に予算で定める額 

久米地区保

護司会活動

事業補助金 

久米地区保

護司会活動

の支援 

久米地区保護司

会 

久米地区保護司

会活動に要する

経費 

定額 

津山人権擁

護委員協議

会活動事業

補助金 

津山人権擁

護委員協議

会活動の支

援 

津山人権擁護委

員協議会 

津山人権擁護委

員協議会活動に

要する経費 

定額 

新婚向け賃

貸住宅家賃

補助金 

賃貸住宅等

に入居する

新婚世帯の

負担軽減 

公務員を除く 

４０歳未満で結

婚１年未満の者 

家賃の一部補助 支給期間 ３年間 

基準額に１００分の４０

を乗じて得た額 

上限月額 １０，０００

円（ただし、美咲町有住

宅管理条例（平成２０年

美咲町条例第１号）第２

条に規定するやなはら住

宅にあっては、上限月額

５，０００円） 

就職定住促

進祝金 

若者の定住

を促進し、町

勢の発展を

図るため。 

新規に学校卒業

後、１年以内に

就職し、３年以

上美咲町を生活

の本拠とする意

思のある４０歳

未満の若者 

就職後も引き続

き３年以上美咲

町を生活の本拠

とする意思のあ

る４０歳未満の

若者に祝金 

５０，０００円 

結婚定住促 若者の定住 夫婦のいずれか結婚後、夫婦で、 ５０，０００円 



進祝金 を促進し、定

住人口の増

加と地域の

活性化を図

るため。 

一方が結婚前か

ら美咲町に定住

している若者

で、結婚後は、

夫婦で、美咲町

を生活の本拠と

する意思のある

夫婦 

３年以上美咲町

を生活の本拠と

する意思のある

夫婦に祝金 

家庭用生ご

み処理容器

設置事業補

助金 

日常生活か

ら排出され

るゴミの減

量化及び再

資源化 

美咲町内一般家

庭 

電子式生ごみ処

理機・生ごみ処理

容器の購入に対

する補助 

・電気式生ごみ処理機 

購入金額の１／２以内 

１基当り ３万円を限

度、１世帯１基を限度 

・コンポスト 

購入金額の２／３以内 

１基当り ５，０００円、

１世帯２基を限度 

指定ごみ集

積場整備事

業補助金 

一般家庭か

ら排出され

るごみを収

集するため

の施設整備

に対する支

援 

地域の代表者等

（個人及び事業

所を除く） 

指定ごみ集積場

の整備 

補助限度面積 １０m２ 

以内 

単価限度額 １m２当たり

１万円 

床部のみの構造物 単価

限度額 １m２当たり５，

０００円 

修繕の場合 

事業費（１／２）限度額 

５万円 

美咲町資源

ごみ集団回

収推進団体

奨励金 

ごみの減量

化及び再資

源化の推進 

資源ごみ集団回

収団体 

資源ごみ集団回

収に対する補助 

可燃物 １kg当たり５円 

不燃物 １kg当たり５円 

環境衛生協

議会補助金 

環境衛生に

関する知識

の普及並び

に実践活動

の推進と、町

民の健康で

文化的な生

美咲町環境衛生

協議会及び中

央・旭・柵原の

３支部 

環境衛生啓発活

動等事業遂行に

要する経費 

別に予算で定める額 



活環境を作

る。 

町営住宅等

住み替え移

転費用助成

金 

対象住宅の

円滑な住み

替えを推進

すること 

対象住宅に居住

する世帯 

対象住宅からの

移転 

別に要綱で定める額 

美咲町社会

生活維持業

務安定継続

支援給付金 

感染性廃棄

物を含む一

般廃棄物を

収集する事

業者の感染

予防等に対

する支援 

美咲町一般廃棄

物収集運搬業務

受託事業者 

感染性一般廃棄

物を取り扱うこ

とについての感

染予防等に要す

る経費 

別に要綱で定める額 

保険年金課 

高齢者等住

宅改造助成 

高齢者等が

居宅におい

て日常生活

を容易にす

るとともに

介護者の負

担を軽減す

る。 

介護保険法に基

づく要支援又は

要介護の認定を

受けた者で別に

定める者 

浴室、便所、洗面

所、玄関、廊下、

階段、台所及び居

室等の改造費用 

別に要綱で定める額 

地域介護・福

祉空間整備

等事業費補

助金 

介護保険施

設整備を促

進し介護保

険サービス

の向上を図

る。 

国の交付金対象

として採択受け

た事業について

施設整備等を行

う社会福祉法人

等 

別に要綱で定め

る 

別に要綱で定める額 

美咲町地域

医療介護総

合確保基金

事業費補助

金(介護施設

等整備分) 

 

介護保険施

設整備等を

促進し介護

保険サービ

スの向上を

図る。 

岡山県の補助金

対象事業につい

て施設整備等を

行う民間事業者

等 

別に要綱で定め

る 

別に要綱で定める額 

美咲町介護

予防地域交

地域支え合

い活動をす

ボランティア団

体等 

集会所等を高齢

者向けに改修す

別に要綱で定める額 



流活性化事

業施設整備

等補助金 

る介護予防

地域活性化

事業の推進 

る経費及び活動

に要する備品購

入費等 

美咲町介護

予防地域交

流活性化事

業運営費等

補助金 

地域支え合

い活動をす

る介護予防

地域活性化

事業の推進 

ボランティア団

体等 

介護予防地域交

流活性化事業の

実施に要する運

営経費等 

別に要綱で定める額 

美咲町人間

ドック補助

金 

美咲町国民

健康保険被

保険者の健

康維持及び

増進を図る

ため。 

町内に住所を有

し、当該年度中

に年齢が４０歳

以上７４歳以下

の国民健康保険

被保険者で、国

民健康保険税を

滞納していない

世帯に属する者 

特定健診に定め

られた基本的な

項目を含む生活

習慣病の早期発

見を目的とした

身体の総合的な

健康診断に係る

経費 

補助対象経費の２分の１

（千円未満切捨て） 限

度額１万円 

健康推進課 

地域福祉広

場整備事業

補助金 

健康づくり

と福祉の増

進 

広場を整備する

美咲町内の団体 

広場・休憩所・便

所を整備する費

用の一部（土地代

人件費は除く。） 

補助対象経費の１／２以

内 

限度額２０万円 

美咲町愛育

委員会補助

金 

美咲町愛育

委員会の活

動支援 

美咲町愛育委員

会 

美咲町愛育委員

会の活動に係る

経費 

定額 

美咲町栄養

委員会補助

金 

美咲町栄養

委員会の活

動支援 

美咲町栄養委員

会 

美咲町栄養委員

会の活動に係る

経費 

定額 

美咲町こう

のとり事業

補助金 

不妊治療対

策の充実 

不妊治療を行っ

た美咲町民 

不妊治療に要す

る経費 

別に要綱で定める額 

美咲町はぐ

くみ事業補

助金 

不育治療対

策の充実 

不育治療を行っ

た美咲町民 

不育治療に要す

る経費 

別に要綱で定める額 

妊婦一般健

康診査償還

金 

妊婦の健康

の保持増進 

妊婦 妊婦一般健康診

査に要する経費 

別に予算で定める額 



乳児一般健

康診査償還

金 

乳児の健康

の保持増進 

乳児 乳児一般健康診

査に要する経費 

別に予算で定める額 

新生児聴覚

検査事業償

還金 

新生児の聴

覚障害の早

期発見 

新生児簿保護者 聴覚に関する初

回検査と確認検

査に要する経費 

別に予算で定める額 

骨髄・末梢血

幹細胞ドナ

ー等助成金 

骨髄バンク

事業におけ

る骨髄又は

末梢血幹細

胞移植の推

進 

町内に住所を有

し、骨髄ドナー

提供者又はその

ドナーが勤務す

る事業所 

骨髄ドナー提供

に要した日数又

はそのドナーが

休業した日数 

別に要綱で定める額 

妊産婦歯科

健康診査費

用助成金 

妊産婦の口

腔への健康

保持及び増

進と異常の

早期発見 

町内に住所を有

する妊婦又は出

産後１年以内の

産婦で、かつ歯

科健診を町外歯

科医療機関で受

診した者 

歯科健診に要す

る経費 

別に要綱で定める額 

風しん予防

接種費用助

成 

風しんウイ

ルスによる

風しんを予

防するとと

もに先天性

風しん症候

群を予防し、

住民の健康

を保持増進 

本町に住所を有

し、岡山県風し

ん抗体検査助成

事業により抗体

検査を行い、低

抗体価と判断さ

れた者又は、風

しん抗体検査を

受けた結果、抗

体価が低いと判

定され、風しん

含有ワクチンの

接種を奨励され

た者 

風しん単抗原ワ

クチン接種又は

麻しん風しん混

合ワクチン接種

に要した経費 

別に要綱で定める額 

がん患者医

療用ウイッ

グ購入費補

助金 

がん治療を

受けている

患者に対し、

全頭用医療

本町に住所を有

し、がんと診断

され、がん治療

に伴い脱毛した

平成３１年４月

１日以降に購入

した、医療用ウィ

ッグ本体の購入

別に要綱で定める額 



用ウィッグ

の購入費用

の一部を補

助し、経済的

負担を軽減

し、社会的参

加の促進及

び療養生活

の質の向上 

者 経費 

産婦健康診

査事業 

産後うつの

予防及び早

期発見並び

に新生児へ

の虐待予防 

本町に住所を有

する産婦で、母

子健康手帳の交

付を受けている

者 

産婦健診に要す

る費用 

別に要綱で定める額 

がん検診推

進事業 

がんの早期

発見及び正

しい健康意

識の普及啓

発 

本町に住所を有

し、受診する年

度の４月１日に 

（１） 子宮頸

がん検診 満

２０歳 

（２） 乳がん

検診 満４０

歳 

がん健診に係る

費用 

別の要綱で定める額 

重度心身障

害児・者イン

フルエンザ

予防接種事

業 

インフルエ

ンザの発病

又は重症化

予防 

１５歳に達する

日以後の最初の

４月２日から満

６５歳未満の間

にある障害児・

者で、次のいず

れかの手帳を所

持している者 

（１） 身体障

害者手帳１級

及び２級 

（２） 療育手

帳制度第３の

１（１） 

インフルエンザ

予防接種費用 

別に要綱で定める額 



（３） 精神障

害者保健福祉

手帳１級 

上下水道課 

美咲町水道

新設給水工

事費補助金 

給水工事費

を助成し軽

減措置を図

ることによ

って安心し

て町内で文

化的、衛生的

な生活がで

きることを

目的とする。 

一般家庭の水道

新規加入者 

一般家庭で新規

に水道に加入し

給水工事を実施

した工事費用が

対象 

給水工事費用（５０万円

を超え、５００万円まで）

の１／２ 

美咲町合併

処理浄化槽

設置整備事

業補助金 

生活排水に

よる公共水

域の水質汚

染防止 

一般家庭の合併

処理浄化槽設置

者 

美咲町が計画し

ている下水道整

備区域（認可済区

域）を外れた区域

における合併処

理浄化槽の設置

に要する経費 

合併処理浄化槽の設置に

要する費用に相当する額 

・限度額 

５人槽 ６３８，０００

円 

６～７人槽 ７７６，０

００円 

８人槽以上 １，０４６，

０００円 

美咲町小規

模給水施設

整備事業補

助金 

水道無普及

地域の生活

の安定 

小規模な給水施

設整備を行う者 

水道等整備区域

外における水源

の新設改良、導配

水管の布設、ポン

プ施設等の事業 

査定事業費の１／２以内 

限度額 

給水戸数 １戸 ２０

０，０００円 

給水戸数 ２～５戸 ４

００，０００円 

給水戸数 ６戸以上 ５

００，０００円 

ただし、毘沙門給水施設

利用組合地域は査定事業

費とする。 

美咲町公営

企業補助金 

企業会計の

健全財政運

営のため 

美咲町水道事業 水道事業に係る

経費 

別に要綱で定める額 



産業観光課 

美咲町農業

経営基盤強

化資金利子

助成金 

経営感覚に

優れた効率

的、安定的な

農業経営体

の育成・支援 

認定農業者等 融資機関が貸し

付けた農業経営

基盤強化資金に

ついての利子助

成 

別に要綱で定める額 

野猪等捕獲

事業補助金 

有害獣の捕

獲による農

作物等の被

害防止 

美咲町内の有害

鳥獣駆除班 

野猪等捕獲事業 イノシシ１頭につき １

０，０００円以内（非猟

期のみ） 

野猿、鹿１頭につき １

０，０００円以内（通年） 

ヌートリア１頭につき 

１，０００円以内 

鳥獣被害防

止緊急捕獲

等対策事業 

有害鳥獣の

捕獲による

農作物等の

被害防止 

美咲町内の有害

鳥獣駆除班 

被害防止計画に

基づき美咲町鳥

獣被害対策実施

隊員が実施する

対象鳥獣捕獲事

業及び美咲町内

の有害鳥獣駆除

班員が実施する

対象獣捕獲事業

（許可を得て駆

除されたものに

限る。） 

イノシシ、鹿（ジビエの

処理加工施設へ搬入した

場合９，０００円以内／

頭、ジビエの処理加工施

設に搬入しない場合７，

０００円以内／頭） 

猿１頭につき ８，００

０円以内 

上記種の幼獣１個体につ

き １，０００円以内 

ヌートリア１頭につき 

１，０００円以内 

有害獣調整

捕獲緊急対

策事業補助

金 

有害獣の捕

獲による農

作物等の被

害防止 

美咲町内の有害

鳥獣駆除班 

美咲町内の有害

鳥獣駆除班員が

実施する対象獣

捕獲事業 

イノシシ（３月１６日～

１１月１４日）、鹿、猿

（通年）１頭につき野猪

等捕獲事業補助金に４，

０００円以内で上乗せ 

有害鳥獣駆

除班奨励補

助金 

有害鳥獣の

捕獲による

農作物等の

被害防止 

美咲町内の猟友

会 

有害鳥獣駆除事

業 

別に要綱で定める額又は

率 

美咲町狩猟

免許取得補

助金 

新規狩猟免

許取得者の

負担軽減 

別に要綱で定め

る 

狩猟免許取得に

要する経費 

別に要綱で定める額 



美咲町狩猟

免許更新補

助金 

駆除活動等

を行うため

の狩猟免許

更新に係る

負担軽減 

別に要綱で定め

る 

狩猟免許更新に

要する経費 

別に要綱で定める額 

美咲町有害

鳥獣駆逐用

煙火消費保

安手帳取得

補助金交付

要綱 

地域におい

て有害鳥獣

駆逐活動を

行うための

煙火消費保

安手帳取得

に係る負担

軽減 

別に要綱で定め

る 

煙火消費保安手

帳保安講習受講

料 

別に要綱で定める額 

中山間地域

等直接支払

い事業補助

金 

中山間地域

等における

農用地の保

全及び多面

的機能の確

保 

地区集落団体 中山間地域等直

接支払交付金事

業 

補助基準額の範囲内 

直接支払推

進事業 

経営所得安

定対策を実

施するため

の推進活動 

美咲町農業再生

協議会 

直接支払推進事

業 

別に予算で定める額 

美咲町人・農

地プラン実

施事業補助

金 

地域農業に

おける経営

の確保及び

農地集積と

新規就農者

の確保、育成 

別に要綱で定め

る 

別に要綱で定め

る 

別に要綱で定める額又は

率 

美咲町荒廃

農地再生・活

用事業補助

金 

農業生産、農

村環境や生

活環境への

悪影響を防

ぎ、新規就農

者等が荒廃

農地を再

生・活用する

新規農業者等 別に要綱で定め

る 

別に要綱で定める額又は

率 



ことを支援

する 

棚田保存地

区連絡協議

会活動補助

金 

棚田の保存

による地域

の活性化 

美咲町棚田保存

地区連絡協議会 

棚田保存組織の

育成及び棚田保

存に資する事業 

別に要綱で定める額 

経営体育成

支援事業補

助金 

地域の担い

手を支援す

ることによ

り次世代を

担う経営感

覚に優れた

担い手の育

成と確保を

図る 

別に要綱で定め

る 

担い手経営強化

支援実施要綱に

基づいて行う事

業に要する経費 

別に要綱で定める額 

産地パワー

アップ事業

費補助金 

地域の営農

戦略に基づ

いて実施す

る農業の収

益性の向上

を図る。 

農業協同組合 

生産者組合 

岡山県産地生産

基盤パワーアッ

プ事業費補助金

交付要綱に準じ

る。 

別に要綱で定める額又は

率 

園芸産地育

成拡大対策

事業補助金 

果樹及び野

菜等の特産

品生産振興

及び省力化 

農業協同組合 

生産者組合 

果樹及び野菜等

の生産拡大及び

産地育成対策事

業とし、県の実施

要領に準じる。 

ただし、果樹棚、

ハウスを除く。 

実施要領に定める補助対

象経費の１／６以内 

農作物鳥獣

害防止対策

事業補助金 

農林業の有

害鳥獣の防

除による農

作物の被害

防止 

事業実施農家等 野猪等防護柵の

設置 

別に要綱で定める額 

鳥獣被害防

止総合対策

事業補助金 

有害鳥獣に

よる農作物

への被害を

防止し、農業

鳥獣被害防止総

合対策交付金実

施要領（平成２

０年３月３１日

町鳥獣被害防止

対策協議会が岡

山県鳥獣被害防

止総合対策交付

別に予算で定める額 



経営の安定

を図る。 

付け１９生産第

９４２４号農林

水産省生産局長

通知）に規定す

る協議会 

金交付要綱及び

実施要領に基づ

き実施する事業 

地域担い手

育成支援事

業補助金 

経営規模拡

大を図るた

めの省力化

機械等の導

入支援 

農業協同組合 

集落営農法人又

は法人化を目指

す組織等 

経営規模拡大の

ために必要な機

械の整備とし、県

の実施要領に準

じる。 

補助基準額の１／２以内

とし、県の実施要領に準

じる。 

産地づくり

パワーアッ

プ事業補助

金 

地域振興作

物の栽培等

の支援 

農業再生協議会

で定めた振興作

物を５アール以

上栽培する農業

者 

種苗の購入経費 別に要綱で定める額 

農業技術者

連絡協議会

補助金 

農業の生産

性の向上 

美咲町農業技術

者連絡協議会 

農業振興を推進

するための調査、

研究及び計画を

総合的に検討す

る事業 

別に要綱で定める額 

農村生活交

流グループ

連絡協議会

補助金 

農業に携わ

る生活交流

グループの

活性化 

美咲町農村生活

交流グループ連

絡協議会 

町内の農業に携

わる生活交流グ

ループの親睦を

図り、活動の健全

な発展に資する

事業 

別に予算で定める額 

農業後継者

クラブ助成

金 

農業後継者

の確保と育

成 

美咲町農業後継

者クラブ 

農業後継者クラ

ブ活動事業 

補助対象事業費の１／２

以内 

内水面稚魚

放流事業補

助金 

河川の環境

保全、内水面

漁業及び遊

漁に係る漁

業保全 

漁業協同組合 稚魚放流事業 別に予算で定める額 

就農促進ト

ータルサポ

ート事業補

就農希望者

に対する研

修支援 

研修生の受入先

等 

１ 農業実務研

修事業 

２ 早期経営確

補助基準額の範囲内 



助金 立支援事業 

就農奨励金 地域農業発

展の中核者

の育成 

３９歳以下で将

来にわたり専業

として農林漁業

経営を続けてい

く者 

農業経営経費 後継ぎ型 ５万円 

経営分離独立型 ５万円 

新規参入型 ５万円 

優良素牛改

良事業補助

金 

乳牛改良 美咲町酪農組合 優良乳牛育成事

業 

精液代金の１／３以内限

度額 

町内の乳用牛の酪農家戸

数に１万円を乗じた額 

受精卵移植

推進事業補

助金 

受精移植卵

を活用した

優良子牛の

生産 

美咲町ET研究会 優良子牛の生産

事業 

別に要綱で定める額 

畜産振興助

成金 

畜産の推進 畜産農業者 削蹄に要する経

費 

基準額の１／４以内 

畜産振興補

助金 

安定的な畜

産物の生産

体制の確保 

晴れの国岡山農

業協同組合南部

和牛部会又は美

咲町酪農組合 

適正な経営規模

への拡大を行う

のに必要な施設

機械等の整備 

補助基準額の２／３以内 

間伐等推進

対策事業補

助金 

森林の有す

る多面的機

能の維持及

び増進、森林

環境の保全

を図る。 

久米郡森林組合 美咲町の間伐推

進計画に基づく

間伐促進対策事

業 

県の算定した金額の同等

以上（標準経費の５／１

００以上） 

森林整備地

域活動支援

交付金 

森林の有す

る多面的機

能の発揮 

交付金実施要領

に基づく協定締

結者 

森林整備地域活

動支援交付金事

業 

別に交付規程で定める額 

美咲町新築

木造住宅普

及促進事業

補助金 

木造住宅の

普及促進と

県産材の使

用推進 

住宅の取得者 新築木造住宅普

及促進事業 

１戸当たり２５０，００

０円 

美咲町間伐

材搬出促進

事業補助金 

森林の公益

的機能の発

揮及び森林

所有者の生

久米郡森林組合 間伐材搬出促進

事業 

別に要綱で定める額 



産意欲の向

上 

美咲町森林

作業道開設

事業補助金 

森林の持つ

公益的機能

の確保 

林業事業者 森林作業道開設

事業 

１路線２００，０００円

以内 

作業道開

設・補修整備

事業 

森林の持つ

公益的機能

の確保及び

活発な協業

活動の推進 

林業者及び林業

者の団体であっ

て、国又は県の

作業道開設補助

事業の交付決定

者 

別に要綱で定め

る 

別に要綱で定める額 

美咲町林業

機械整備事

業補助金 

未利用間伐

材及び伐採

奥地林の搬

出効率の向

上 

林業事業体 高性能林業機械

導入に要する経

費 

別に要綱で定める額 

美咲町森林

災害復旧事

業補助金 

激甚災害を

受けた人工

林の復旧 

県事業の補助金

交付対象者 

激甚災害を受け

た人工林の復旧

事業 

国及び県補助金の交付決

定額との差額を補助 

・森林災害復旧事業（激

甚災） 

事業費の１１％又は受益

者負担が５％ 

・指定地等森林整備事業

（指定被災地造林） 

事業費の３４％又は受益

者負担が１０％ 

風倒木応急

対策事業補

助金 

台風により

被災した森

林のうち、土

砂の流失、山

腹崩壊など

の災害、流木

による二次

災害の防止 

県事業補助金交

付対象者 

風倒木応急対策

事業経費 

県補助金と事業負担額の

差額 

美咲町農業

公社補助金 

農作業の受

委託事業及

び農業構造

財団法人美咲町

農業公社 

農業公社職員の

人件費及び営農

等機械施設に係

別に要綱で定める額 



改善事業の

推進 

る経費 

美咲町中小

企業資金利

子補助金 

美咲町商工

融資制度の

円滑な運用 

金融機関 融資に対する利

子補給 

別に要綱で定める額 

美咲町中小

企業資金保

証料補助金 

美咲町商工

融資制度の

円滑な運用 

岡山県信用保証

協会 

融資に係る保証

料に対する助成 

別に要綱で定める額 

美咲町商工

業振興事業

補助金 

商工業の振

興 

久米郡商工会 １ 経営改善普

及事業 

２ 商工業振興

事業 

３ その他商工

会活動の目的

を達成するた

めに必要な経

費 

別に要綱で定める額 

企業誘致奨

励助成金 

企業誘致に

係る新設、増

設の奨励及

び産業の振

興 

企業 固定資産税相当

額 

別に予算で定める額 

創業支援事

業補助金 

中小企業者

等の事業活

動の活性化

を図ると共

に町の産業

振興を図る 

別に要綱で定め

る 

別に要綱で定め

る 

補助対象経費の２分の１ 

上限額は１，０００，０

００円とする 

美咲町たば

こ販売地区

会補助金 

町たばこ税

の財源確保 

美咲町たばこ販

売地区会 

たばこ販売に要

する経費 

町たばこ税収入額の０．

５０％以内 

多面的機能

支払交付金 

農業・農村の

多面的機能

の維持発揮 

多面的機能支払

交付金実施要綱

に定める活動組

織等 

農地維持支払交

付金事業、資源向

上支払交付金事

業 

別に要綱で定める額 

環境保全型

農業直接支

農業の持続

的発展と多

環境保全型農業

直接支払交付金

環境保全型農業

直接支払交付金 

別に要綱で定める額 



払交付金 面的機能の

健全な発揮

を図る。 

実施要綱に定め

る農業者団体等 

経営継承・発

展等支援事

業補助金 

農業後継者

の事業支援 

経営継承・発展

等支援事業補助

金交付要綱に定

める者 

経営継承・発展等

支援事業補助金 

別に要綱で定める額 

建設課 

小規模ため

池補強事業

元利償還助

成金 

小規模ため

池補強事業

の促進 

土地改良区 

地区代表者 

小規模ため池補

強事業に要する

経費を株式会社

日本政策金融公

庫から借り入れ

た者に対し行う

元利償還助成 

借入金に対して事業費の

２．７５／１０相当額を

限度とした額 

小規模基盤

整備事業元

利償還助成

金 

小規模基盤

整備事業の

促進 

土地改良区 

地区代表者 

小規模基盤整備

事業に要する経

費を株式会社日

本政策金融公庫

から借り入れた

者に対し行う元

利償還助成 

補助基準額の範囲内 

農業基盤整

備事業元利

償還助成金 

農業基盤整

備による農

業の振興 

土地改良区 

地区代表者 

農業基盤整備事

業に要する経費

を株式会社日本

政策金融公庫か

ら借り入れた者

に対し行う元利

償還助成 

別に予算で定める額 

美咲町小規

模基盤整備

事業補助金 

小規模基盤

整備による

農業の振興 

小規模基盤整備

事業を実施する

者 

小規模基盤整備

事業を実施する

経費 

・１事業当たり 

１０アール以上５０アー

ル以内 

・総事業費の５０％以内 

・事業費の最高額（１０

アール当たり） 

水田 ２５０，０００円 

畑 １５０，０００円 



暗渠排水 ８０，０００

円 

堀池 ２００，０００円 

建築物耐震

診断等事業

費補助金 

地震に対す

る建築物の

安全性の向

上 

耐震診断等を行

う民間建築物の

所有者 

民間建築物の耐

震診断等に要す

る経費 

補助基準額の範囲内 

美咲町木造

住宅耐震改

修事業費補

助金 

大地震発生

時の住宅倒

壊の防止及

び安全性の

向上 

既存木造住宅の

耐震改修を実施

する民間建築物

の所有者 

既存木造住宅の

耐震化工事に要

する経費 

補助基準額の範囲内 

美咲町小規

模林地等災

害対策事業

補助金 

自然災害等

から町民の

生命及び財

産を保護す

る。 

小規模林地等に

隣接する住宅の

所有者又は管理

者若しくは小規

模林地等の所有

者、管理者又は

宅地の所有者 

小規模林地等に

対する災害防止

事業又は災害復

旧事業 

補助対象経費の２分の１

以内とし、５０万円を限

度 

美咲町アス

ベスト改修

事業費補助

金 

住民の生命

の保護及び

健康被害防

止のため 

民間建築物の所

有者 

分析調査に要す

る費用 

アスベスト除去

等（撤去・処分等）

に要する費用 

・分析調査 

補助対象経費の２／３以

内 

限度額８万円 

・アスベスト除去等 

補助対象経費の２／３以

内 

限度額２，０００万円 

福祉事務所 

社会福祉協

議会事務局

運営補助金 

美咲町社会

福祉協議会

事務局の運

営支援 

美咲町社会福祉

協議会 

美咲町社会福祉

協議会事務局

長・福祉活動専門

員に係る人件費 

別に予算で定める額 

老人クラブ

活動事業補

助金 

美咲町老人

クラブ連合

会・各支部事

務局の運営

支援 

美咲町老人クラ

ブ連合会 

美咲町老人クラ

ブ連合会・各支部

事務局経費 

定額 



老人クラブ

活動事業補

助金 

高齢者福祉

に対する意

識の高揚及

び老人クラ

ブの活性化 

美咲町老人クラ

ブ連合会 

老人クラブ活動

に要する経費 

補助基準額の範囲内 

シルバー人

材センター

運営補助金 

高年齢者等

の雇用に安

定を図り、福

祉の増進に

資する。 

美咲町シルバー

人材センター 

美咲町シルバー

人材センター事

務局経費 

別に定める額 

成年後見制

度利用支援

助成金 

成年後見制

度利用支援 

家庭裁判所が決

定した成年後見

人等 

家庭裁判所が決

定した成年後見

人等の報酬の全

部又は一部 

要支援者が在宅者の場合

が月額 ２８，０００円

（上限） 

要支援者が施設等に入所

している場合 １８，０

００円（上限） 

特定疾患等

通院交通費

補助金 

患者及び家

族の生活の

安定と福祉

向上 

在宅の特定疾患

患者、小児慢性

特定疾患患者人

工透析患者 

通院に要する交

通費の一部補助 

１日につき５００円 月

額７，０００円限度 

福祉車両購

入助成事業

費補助金 

障害者福祉

の増進 

身体障害者手帳

所持者で移動が

困難な者又はそ

の介護者 

福祉車両購入経

費又は改造経費 

福祉車両価格又は福祉車

両への改造（架装）経費 

限度額１０万円 

民生委員活

動事業補助

金 

民生委員活

動の支援 

美咲町民生児童

委員協議会 

民生委員の活動

に係る経費 

補助基準額の範囲内 

難聴児補聴

器購入費等

助成金 

難聴児の健

全な発育を

支援し、もっ

て福祉の増

進に資する

こと。 

身体障害者手帳

の交付対象とな

らない軽度・中

等度の難聴児 

補聴器の購入（製

作を含む。以下同

じ）に要する費用

の一部を助成す

る。 

別に要綱で定める額 

美咲町短期

入所サービ

ス拡大促進

事業補助金 

短期入所サ

ービスの整

備及び充実

を図る 

岡山県内に所在

する短期入所事

業所 

医療的ケア児及

び重症心身障害

児者等による短

期入所の利用日

別に要綱で定める額 



数に応じて行う

事業 

美咲町少子

化対策生活

支援事業（水

道料）補助金 

保護者の経

済的な負担

軽減 

３人以上の子ど

もを有し、義務

教育終了前の子

を養育する世帯

の主 

中学生以下の児

童を養育する家

庭の水道基本料

金の一部補助 

水道の月額基本料金 

１２ヶ月分を１年度の上

限とする。 

柵原総合支所住民福祉課 

休廃止鉱山

鉱害防止補

助金 

休廃止鉱山

の鉱害防止

の促進及び

費用負担の

適正化 

坑廃水処理業者 坑廃水処理に要

する経費 

補助対象経費の１／８以

内 

教育総務課 

美咲町PTA連

絡協議会補

助金 

PTA相互の連

絡を密にし、

児童・生徒の

健全育成と

教育の向上

及び発展 

美咲町PTA連絡

協議会 

PTAの活動経費 定額 

町教育研究

会補助金 

町内教育関

係職員の資

質向上及び

学校教育の

向上 

美咲町教育研究

会 

研修・研究経費、

活動経費 

定額 

通学用ヘル

メット購入

補助金 

自転車での

登下校の安

全確保 

中学校入学時に

ヘルメットを購

入した生徒の保

護者 

ヘルメット購入

代金の一部補助 

１人当たり１，０００円 

通学費補助

金 

就学経費の

均等を図る

ため。 

中学校入学時に

自転車を購入し

た生徒の保護者 

通学用自転車購

入代金の一部補

助 

１人当たり１２，０００

円 

町内各小・中

学校の記念

事業補助金 

町内各小・中

学校の記念

事業 

学校及び記念事

業実行委員会等 

町内各小・中学校

の記念事業に関

する費用 

別に予算で定める額 

中学校部活

動補助金 

美咲町子育

て支援策の

入部者のいる中

学校長 

部活入部者 １人につき５００円 



一環 

美咲町ホー

ムステイ受

入補助金 

ホームステ

イ受入れ世

帯の負担軽

減 

ホームステイ受

入れ世帯 

テムズ高校の留

学生を自宅に宿

泊させる経費 

別に要綱で定める額 

美咲町児童

健全育成補

助金 

母親同士の

連携を図る

ことにより、

子育てに対

する不安や

悩みを軽減

すると共に

子ども達の

健やかな成

長を支援 

ワンワンクラブ 

乳幼児クラブ連

合会 

各保育園の保護

者会 

会の事業遂行に

要する経費 

補助基準額の範囲内 

生涯学習課 

文化連合会

活動補助金 

芸術文化の

継承と発展

及び情緒豊

かな町民文

化の向上 

美咲町文化連合

会 

町民文化の向上

に関する事業 

定額 

婦人協議会

補助金 

婦人の地位

向上と明る

く住みよい

郷土の発展 

美咲町婦人協議

会 

婦人協議会の活

動事業費 

定額 

三世代交流

活動助成金 

三世代交流

の推進 

旭中PTA 三世代交流事業 定額 

青年協議会

活動補助金 

青年協議会

の育成 

美咲町青年協議

会 

青年協議会の自

主活動の促進に

要する経費 

定額 

重要文化財

保護補助金 

国及び県指

定重要文化

財の保護保

存 

文化財所有者 ・文化財の保存修

理 

・文化財の防災施

設及び保存施

設の整備 

・国指定分 

補助基本額の１／４以内 

・県指定分 

補助基本額の２／３以内 

県及び町指

定文化財保

県及び町指

定文化財の

保存会又は文化

財所有者 

県及び町指定文

化財の保存活動

定額 



護助成金 保護活動 事業費 

文化財研究

会補助金 

文化財の調

査研究 

中央地区文化財

研究会 

文化財の調査研

究に要する経費 

定額 

各種団体補

助金 

町民の体力

づくり及び

体育の振興 

美咲町体育協会 

美咲町スポーツ

少年団 

美咲町民大運動

会実行委員会 

久米郡スポーツ

少年団本部委員

会 

美咲チャレンジ

実行委員会 

団体の活動事業

費 

定額 

総合型地域

スポーツク

ラブ補助金 

スポーツや

レクリエー

ションによ

る楽しく活

気ある地域

づくり 

柵原星の里スポ

レククラブ 

夢咲クラブ 

スポーツクラブ

の活動事業費 

定額 

花の会補助

金 

町花栽培の

担い手の育

成を図るた

め。 

町花の会 町花の栽培技術

の向上に要する

経費 

定額 

みさきスタ

イルこども

応援事業補

助金 

地域と学校

が連携、協働

し地域全体

の教育力の

向上を推進

するため。 

みさきスタイル

こども応援事業

運営委員会 

地域学校協働活

動、放課後子ども

教室、土曜日教育

支援、家庭教育支

援等 

補助基準額の範囲内 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第４条関係） 

様式第２号（第７条関係） 

様式第３号（第８条関係） 

様式第４号（第１０条関係） 

様式第５号（第１０条関係） 

様式第６号（第１０条関係） 

様式第７号（第１２条関係） 

様式第８号（第１４条関係） 

様式第９号（第１５条関係） 

様式第１０号（第１６条関係） 

様式第１１号（第１６条関係） 

様式第１２号（第１８条関係） 

様式第１３号（第１９条関係） 

 


